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㈱京都確認検査機構 

 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年６月１日以降の確認申請から対象です。 

中間検査制度実施に係る「木造２階建て又は床面積が

50 ㎡を超える一戸建て住宅･兼用住宅･長屋･共同住

宅」の添付図書等については、別紙の通りです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良県においても、平成17年 4月 1日 

より中間検査対象が拡大されています。 



 

 

 

 

中間検査制度の継続･対象建築物の拡大 
 

従来の中間検査対象建築物 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都府下 中間検査制度の概要 

③ 一戸建て住宅、兼用住宅、長屋又は共同住宅で、地階を除く階数が３であり、主要

構造部が木造（木造とその他の構造が混合した構造を含む。）であるもの 
   特定工程：屋根の小屋組の工事 
④ 法別表第１の（１）の項から（４）の項までの（い）欄に掲げる特殊建築物で、申

請部分の床面積が 1000㎡を超えるもの 
   特定工程：２階の床の配筋工事 

② 一戸建て住宅、兼用住宅、長屋又は共同住宅で、地階

を除く階数が２以上のもの又は５０㎡を超えるもの

であり、主要構造部が木造（木造とその他の構造が

混合した構造を含む。）であるもの 

平成17年 6月 1日から対象建築物の拡大

６月１日以降に確認申請をするもの 

中間検査の期間 平成 22年 3月 31日まで 

 
 平成17年 6月 1日 確認申請提出分より 

 建築主事宛の別紙の工事監理者（選定･変更）届が必要になります。 

※確認申請時に、工事監理者が選定されている場合は、 

建築主事宛に別紙の工事監理者（選定･変更）届 

を確認申請と同時に提出してください。 

※確認申請時に、工事監理者未定の場合は、工事着工までに 

建築主事宛には別紙の工事監理者（選定･変更）届 

京都確認検査機構宛には従来からの当社の選定届 

   を提出してください。 

 中間検査対象外 
① 計画通知、仮
設建築物の適
用を受ける建
築物 
② 型式部材等製
造者の認証を
受けた建築物 

 



平成 17年 5月 

お 知 ら せ 
株式会社 京都確認検査機構 

TEL 075－803－0020 

 

建築物中間検査制度の拡大に係る建築確認申請の添付図書等について 
 

 

 京都府が実施する中間検査制度を円滑に進めるため、建築基準法第12条第5項の規定に基づき、

建築確認申請書に、下記の内容を明確にした図書を添付していただきますようお願いします。 

また、中間検査対象に係らず 全ての確認申請 について、建築主事宛（各土木事務所）に別
紙の 工事監理者（選定･変更）届 を併せて提出していただくようお願いいたします。 

 

記 
 
１ 中間検査対象建築物 
木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又はこれらの構造の混合した構

造の 新築 の工事を行う建築物で、次の（1）又は（2）のいずれかに該当するもの。 
（１） 一戸建ての住宅 
兼用住宅 
長屋 
共同住宅 

（２） 法別表第１の（1）の項から（4）の項までの（い）欄に掲げる特殊建築物で、申
請部分の床面積が 1000 ㎡を超えるもの。 

 

２ 上記（1）に該当する建築物の確認申請時に提出していただく書類 
（１） 建築基準法施行令第 38 条及び建設省告示第 1347 号に基づく地耐力の確認と基礎の構
造を記載したもの（基礎の構造チェックシート）【別紙１】 

（２） 建築基準法施行令第 46 条第 4項に基づく軸組計算表（建設省告示第 1352号に基づく
壁率比計算を含む）【別紙２】参照 

（３） （２）の『軸組計算表』に基づき、各階平面図に筋交い等の配置及種類を記載したもの。 
（４） 建築基準法施行令第 47 条に関する、建設省告示第 1460 号に基づき、各階平面図に筋
交い端部の接合金物及び筋交い等を入れた軸組の柱の柱頭･柱脚に取り付ける金物（ホ

ールダウン金物等）を記載したもの 

 

３ 中間検査申請時に提出していただく書類 
  中間検査チェックシート【別紙３－１･別紙３－２】 

地階を除く階数が２以上のもの又は床面積が 50㎡

を超えるものであり、主要構造部が木造（木造とそ

の他の構造が混合した構造を含む）であるもの。 



工事監理者（選定・変更）届 

 

                                    年   月   日 
建築主事 様 

建築主 住所 

 

                        氏名                  ㊞ 

 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

 

下記の建築物のついて          を工事監理者として（選定・変更）したのでお届けします。 

また、私は、建築士法第 24 条の 5に規定する工事監理契約に係る書面の交付を受け、建築工事監理業 

務を委託したことに相違ない旨を申し添えます。 

                                               

                            

                                   年   月   日 
建築主事 様 

建築士事務所名 （  級）建築士事務所（        ）知事登録              号 

 

 

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

所在地 

 

管理建築士 資格（  級）建築士（      ）登録第      号 

氏名                          ㊞ 

 

工事監理者 資格（  級）建築士（      ）登録第      号 

氏名                          ㊞ 

 

建築士法に基づき、下記の建築物の工事監理を引き受けましたので建築基準法第 12 条第 5 項によりお届

けします。 

また、建築基準法による下記の建築確認申請（計画変更含む）の図面等に則して工事監理することを誓約

いたします。 

記 

１ 建築物の名称 

 

２ 建築物の位置 

 

３ 建築確認番号     第Ｈ  確認建築京機構           号 

  

４ 工事の計画     工 事 着 工 予 定 日     平成   年   月   日 

            特定工程工事終了予定日 ※   平成   年   月   日 

            工 事 完 了 予 定 日     平成   年   月   日 

（※印については、中間検査を行う対象建築物の場合は記入して下さい。） 

                                               

 

注意 １ 建築主 工事監理者の変更がある場合には、速やかに工事監理者の変更の届出をして下さい。 

２ 建築主、工事監理者の変更手続きがない場合は本届出の建築主、工事監理者が工事監理の責任者とみなされます。 

 



（別紙１）

年 月 日

㈱京都確認検査機構 様

設計者 住所

氏名 印

　下記の各項目については，建築基準法施行令第３８条及び建設省告示第１３４７号に基づき，

適法であることを確認しましたので報告します。

◎　地耐力の確認

□標準貫入試験

□スウェーデン式サウンディング法

□その他の方法（ ）

◎　基礎の構造

□２０ｋＮ／㎡未満 ⇒ □基礎ぐい

□２０以上３０ｋＮ／㎡未満 ⇒ □基礎ぐい □べた基礎

□３０ｋＮ／㎡以上 ⇒ □基礎ぐい □べた基礎 □  布基礎

□ その他構造計算等で確認 ⇒（ ）

注意 ： □欄の該当する箇所にチェックしてください。

基礎の構造関係チェックシート

記
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（別紙２）

１．告示第１４６０号第二号の表から接合金物を選択する方法

① 建築基準法施行令第４６条第４項に基づく必要軸組計算表（建設省告示第１３５２号

　 に基づく壁率比計算を含む）

② 上記①の「軸組計算表」に基づき，各階平面図に筋交い等の配置及び種類を記載した

　 もの

③ 建築基準法施行令第４７条に関する，建設省告示第１４６０号に基づき，各階平面図

　 に筋交い等を入れた軸組の柱の１階柱脚に取り付けて基礎に埋め込むホールダウン金

　 物（※）を記載したもの

（※）（別紙２の参考図）「建設省告示第１４６０号第２号，木造の継手及び仕口の構

　 造方法」の　　　表示のＨＤ金物

２．告示第１４６０号第二号のただし書きから接合金物を選択する方法（Ｎ値計算）

① 建築基準法施行令第４６条第４項に基づく必要軸組計算表（建設省告示第１３５２号

　 に基づく壁率比計算を含む）

② 上記①の「軸組計算表」に基づき，各階平面図に筋交い等の配置及び種類を記載した

　 もの

③ 建築基準法施行令第４７条に関する，建設省告示第１４６０号に基づき，各階平面図

　 に筋交い等を入れた軸組の柱の柱頭・柱脚に取り付ける金物を記載したもの

④ Ｎ値計算書

３．令第８２条第一号から第三号までに定める構造計算による方法（構造計算）

① 構造計算書に基づき，各階平面図に筋交い等の配置及び種類を記載したもの

② 構造計算書に基づき，各階平面図に筋交い等を入れた軸組の柱の柱頭・柱脚に取り付

　 ける金物を記載したもの

③ 構造計算書

　　　

　　　

軸組計算表・壁率比計算表・接合金物関係図書
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◎壁率比の計算書例
表　必要壁量の算定時に床面積に乗じる倍率（ｍ／㎡）（建築基準法施行令第46条第4項表２より）

軽い屋根の住宅（金属板、石綿スレート等）

重い屋根の住宅（瓦葺）

平屋建て ２F建ての１F ２F建ての２F ３F建ての１F ３F建ての２F ３F建ての３F

０．１５

０．１１

０．３３

０．２９

０．２１

０．１５

０．５０

０．４６

０．３９

０．３４

０．２４

０．１８

け
た
行
き
方
向

張
り
間
方
向

１F

１F

２F

２F

ｂ：存在壁量 側端部分の面積（㎡） a：必要壁量（ｍ） ｃ（ｂ/a） ｃ＞１ 壁率比（＞０．５） 判定

OK

OK

OK

〇

〇

〇

〇

×

×

〇

４．４７

４．５４

２．０９

２．４３

５．７４

１．９１

２．４４

１３．５６×３３

１３．７７×３３

　９．９３×２１

１１．５９×２１

　９．１１×２１

１１．６０×２１

１７．３９×３３

１３．５６

１３．７７

　９．９３

１１．５９

１３．５６

１７．３９

　９．１１

１１．６０

２．０４８×６．３７＋０．２２８×２．２７５

２．０４８×３．１８５＋１．１３８×６．３７

１．８２×５．４６

１．８２×６．３７

２．３８９×４．５５＋１．４７９×１．８２

２．３８９×７．２８

１．５９３×４．５５＋０．６８３×２．７３

１．５９３×７．２８

１．５×（０．９１＋２．２７５）＝４．７７

１．５×（１．８２＋０．９１）＝４．０９

１．５×（１．８２＋０．９１×２）＝５．４９

１．５×（１．８２＋０．９１）×２＝８．１９

１．５×０．９１×３＝４．０９

１．５×０．９１×３＝４．０９

１．５×０．９１×２＝２．７３

１．５×１．８２×２＝５．４６

[仮定]内壁、外壁共法施行令第４６条第４項、表１（３）の筋かい（倍率１．５）

必要壁量　２階建ての１階３３㎝/㎡　２階建ての２階２１㎝/㎡として計算

９，５５５

９，５５５

９１０ ９１０

９１０９１０ ９１０

９１０９１０

９１０９１０ ９１０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

８
，
１
９
０

８
，
１
９
０

２，２７５

２，２７５

９１０

９
１
０

２，７３０

２，７３０

９１０

９
１
０

９１０１，８２０ １，８２０

９１０ ９１０

６，３７０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

７
，
２
８
０

７
，
２
８
０

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０ ９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

９
１
０

６，３７０

９１０

９１０ ９１０

１，８２０ １，８２０

１階軸組配置図（床面積６５．００㎡）

１階軸組配置図（床面積６５．００㎡）

２階軸組配置図（床面積４３．８９㎡）

２階軸組配置図（床面積４３．８９㎡）

（けた行き方向）

（
は
り
間
方
向
）

６，３７０

２
，
０
４
８

２
，
０
４
８

１
，
８
２
０

１
，
８
２
０

５，４６０

１，５９３ １，５９３

５，４６０６，３７０

２，３８９２，３８９

株式会社　京都確認検査機構

H１２．５．２３　告示１３５２号

※必要壁量計算における階数の取り方1-1

P5参照

１３．５６×１５　２．０３　　　　　　　　　　　　　　　×
NG

0.90/1.06

=0.84

0.95/2.01

=0.470.95

2.01

1.06

0.90

2.61

1.12

4.28

1.67



２－２ ２－２

２－１ ２－１

吹き抜き

２F

１F

Y

X

L：斜め壁長さ

・X方向

Lｘ＝L・COS
２

・Y方向
Lｙ＝L・SIN

＝L・COS

２

２

γ0

0ｘ

0

0

0γ

ｘ

ｘ

①、②部分による壁率比の検討
けた行き方向の検討は

③、④部分による壁率比の検討
張り間方向の検討は

①、②部分による壁率比の検討
けた行き方向の検討は

③、④部分による壁率比の検討
張り間方向の検討は

①、②部分による壁率比の検討
けた行き方向の検討は

③、④部分による壁率比の検討

けた行き方向 けた行き方向

張り間方向

①

①

①

②

②

②

③

③

③

④

④

④

Y
Y

Y

Y
/
4

Y
/
4

Y
/
4

Y
/
4

Y
/
4

Y
/
4

X
X/4 X/4

X/4 X/4
X

X
X/4 X/4

１－１

（別紙２の参考図）
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＊吹き抜き部分も床面積に参入して計算する。

○必要壁量計算における階数の取り方
斜め壁の長さを各方向に換算する。

○斜め壁の取扱い

○各方向の１／４の取り方



1

2

4

6

7

8

1

2

3

4

5

6

7

8

※

※

株式会社　　京都確認検査機構

鋼板厚さ、ボルト・釘等の径、本数、長さ、取り付け方法は、告示１４６０号による

表示のＨＤ金物は、平面図に明記すること。

ＨＤ-１５

そ
　
　
の
　
　
他
　
　
の
　
　
階

きずり

１５×９０筋かい、丸鋼9Φ

30×90筋かい

２のたすき

４５×９０筋かい

構造用合板

３のたすき

５のたすき

建設省告示第１４６０号第２号、木造の継手及び仕口の構造方法

柱　の　位　置

出隅でない

ほぞ差し、かすがい

ＳＢ-Ｅ、ＳＢ-Ｆ（羽子板ボルト）
Ｓ－２（短冊・釘有り）

ＨＤ-１５

ほぞ差し、かすがい

筋かいの種類
上階，当該階とも出隅

ほぞ差し、かすがい

ＨＤ-２０

柱　の　位　置

ほぞ差し、かすがい

ほぞ差し、かすがい

長ほぞ込み栓、ＣＰ－ＬＨＤ-１５

ＳＢ-Ｅ２、ＳＢ-Ｆ２（羽子板ボルト）
Ｓ－１（短冊・釘無し）

ＣＰ-Ｔ、ＶＰ

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

ＣＰ-Ｔ、ＶＰ

ＳＢ-Ｅ２、ＳＢ-Ｆ２（羽子板ボルト）
Ｓ－１（短冊・釘無し）

ＨＤ-２０

ＨＤ-２５

ＨＤ-１５

ＨＤ-１５

ＨＤ-１５×２

上階のみ出隅

ほぞ差し、かすがい

ほぞ差し、かすがい

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

ＣＰ-Ｔ、ＶＰ

ＣＰ-Ｔ、ＶＰ

ＨＤ-１０

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

ＳＢ-Ｅ２、ＳＢ-Ｆ２（羽子板ボルト）
Ｓ－１（短冊・釘無し）

ＨＤ-１５

他

３のたすき

５のたすき

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

ＳＢ-Ｅ２、ＳＢ-Ｆ２（羽子板ボルト）
Ｓ－１（短冊・釘無し）

ＳＢ-Ｅ２、ＳＢ-Ｆ２（羽子板ボルト）
Ｓ－１（短冊・釘無し）

ＣＰ-Ｔ、ＶＰ

ほぞ差し、かすがい

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

ＳＢ-Ｅ、ＳＢ-Ｆ（羽子板ボルト）
Ｓ－２（短冊・釘有り）

ほぞ差し、かすがい

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

３０×９０筋かい

２のたすき

筋かい
下部有

１５×９０筋かい、丸鋼9Φ

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

3

5

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ

長ほぞ込み栓、ＣＰ－Ｌ
４５×９０筋かい

筋かい
下部有

他

きずり ほぞ差し、かすがい

別紙　　１　　（凡例）

尚、上記以外の金物については、申請図面に明記は必要ありませんが、現場は必ず施工して下さい。

出隅 その他
筋かいの種類

告示による、耐力壁の柱上下金物一覧表

最
　
　
　
　
上
　
　
　
　
階

構造用合板



UB

洗面

台所

リビング

便所

玄関

UP

４，５５０

８
，
１
９
０

HD-15 HD-15

HD-20

HD-15

HD-15

HD-15HD-15

HD-15

HD-15

HD-15

HD-15

HD-20

1階平面図（基礎埋め込み金物図）（1/50）

○筋かい

○通し柱
○管柱

３０×９０
３０×９０　たすき掛け
４５×９０
４５×９０　たすき掛け

この図面は（別紙２）の「１．告示の

表による場合」の記入例です。「２．

Ｎ値計算」及び「３．構造計算」の場
合は全部の金物を記入して下さい。
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（別紙２の参考図）



和室

洋室

押入

物入

DN

ベランダ

４，５５０

９
１
０

押入

２階平面図（１／５０）

○通し柱

○筋かい
○管柱

３０×９０
３０×９０　たすき掛け

４５×９０　たすき掛け
４５×９０

この図面は（別紙２）の「１．告示の

合は全部の金物を記入して下さい。

Ｎ値計算」及び「３．構造計算」の場

表による場合」の記入例です。「２．
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（別紙２の参考図）



（別紙３－１）

検査建築物の概要

□　２階建て住宅 用途 住宅 構造 RC　S　W　　造 地上２階 地下　階 延べ面積 ㎡

結果

主任技術者（監理技術者）の設置 適 否

有　無 適 否

有　無 適 否

適 否

仮囲い、根切り、落下物、建て方、材料集積、火災防止 適 否

道路、敷地、建築物の配置等 適 否

適 否

適 否

敷地境界線の形態、明示 適 否

土地の高低差 適 否

避難・消防通路等 適 否

２ｍ以上のがけの有無 適 否

擁壁　（新設　既設）　（RC　間知積み　　　H　　　ｍ） 適 否

適 否

道路幅員、形態 適 否

２ｍ以上の接道、路地状敷地の制限 適 否

大規模建築物の４ｍ以上の道路に６ｍ以上の接道 適 否

特殊建築物の接道 適 否

適 否

道路、道路後退線 適 否

６ｍ未満道路のかど敷地の隅地の制限 適 否

庇・窓・扉等の突出 適 否

適 否

建物の形状、配置、設計地盤 適 否

適 否

敷地高低差、空き寸法 適 否

道路斜線後退緩和の有無 適 否

適 否

真北方向、北側空き寸法、北側敷地高低差 適 否

最高高さ・庇・軒高さ、軒出寸法 適 否

適 否

適 否

適 否

宅地造成等規制法、都市計画法 適 否

適 否

適 否

適 否

仮設施工計画書 写　真

土工事施工計画書

注１　　該当事項について， にレ印をしてください。

注２　　確認方法の欄のＡＢＣに該当しないものは，備考欄に記入してください。 （裏面有ります）

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

（規則第２６号様式第４面の代替様式）

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

Ｃ：施工者報告

敷地の接道

中間検査チェックシート（一般事項）

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

建物の配置

道路斜線制限

高度地区

そ の 他関係法令

日影規制

建物の高さ

敷地と道路

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

敷地の安全性

添付図書

共 通工事施工者の管理体制

確認の表示板

設計図書の現場備え

工事現場の危害防止

確認済証と現場の照合

不具合の処理及び工事全般の考察

A　　B　　C

A　　B　　C

敷　　　　地

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

道路内の制限

A　　B　　C

A　　B　　C

工事監理者

適否
備　　　考確認

日付

確認方法
Ａ:目視検査
Ｂ:計測検査

内　　　　　　　　　　容検　　査　　項　　目
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（別紙３－２）

対象建築物 木造２階建築物（混構造を含む）住宅（兼用を含む）

軸組工法 2×4工法 準耐火（ｲ－1） 準耐火（ｲ－2） 準防火地域 法２２条地域

純木造 ＲＣ＋木造 Ｓ＋木造 その他

軸組木造　(筋かい，耐力壁）

結　果

最高高さ１３ｍ以下、軒高９ｍ以下

支持地盤の地耐力

コンクリート、鉄筋、アンカーボルトの材質

種類（布、ベタ、その他）

形状、寸法

位置

床下換気口又はこれに替わるもの

材質

形状、寸法　

位置

継ぎ手位置、接合方法、状況

火打ちの設置

材質

形状、寸法

位置

欠き込み部分の補強

通柱

継ぎ手位置、接合方法、状況

材質

形状、寸法

位置

構造耐力上支障のある欠き込み部無し

継手位置、接合方法、状況

材質

形状、寸法

形態、配置

欠込み部分の補強

縦枠の配置（２×４）

隅角部、交差部の補強（２×４）

頭つなぎ（２×４）

まぐさ、まぐさ受け（２×４）

材質

形状、寸法

位置

継手位置、接合方法、状況

火打ちの設置

開口部補強・耐力壁下根太補強（２×４）

転び止め（２×４）

材質

形状、寸法

位置

振れ止め、火打ちの設置
接合部 基礎と土台（アンカーボルトの位置、接合状況）

柱と土台（接合方法、状況）

柱と梁（接合方法、状況）

管柱（接合方法、状況）

筋かい端部（接合方法、状況）

筋かいに替わる合板等の打ち付け（釘の種類、間隔）

床合板等の打ち付け（釘の種類、間隔）

たる木（緊結方法、状況）

屋根葺き材（緊結方法、状況）

たる木、トラスの緊結（２×４）

（裏面有ります）

A　　B　　C 適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

適　否

適　否

適　否

適　否

内　　　　　　　　　　容

工事監理者

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

適　否

A　　B　　C

接　　合　　部

備　　　考確認
日付

確認方法
Ａ:目視検査

適否Ｂ:計測検査
Ｃ：施工者報告

適　否

適　否

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

検　　査　　項　　目

筋　か　い　等

横　　架　　材

木
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
造

柱

建物の高さ

基　　　　礎

土　　　　台

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

床　　　　　組

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

小　　屋　　組

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

中間検査チェックシート（2階建て住宅）
（規則第２６号様式第４面の代替様式）

特定工程
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結果

打込み欠陥部の有無、補修

柱、梁、壁、床等の躯体寸法

型枠支柱存置期間

セパレーターの撤去、頭の処理

コンクリート打設後の養生

コンクリートの調合、圧縮強度

構造体の架構、部材の配置、部材の寸法等

建て方精度がＪＡＳＳ６等に適合

現場受け入れ検査（トルク係数値、導入張力確認試験）

ボルトの径、本数、ピッチ、縁あき、（ｽﾌﾟﾗｲｽﾌﾟﾚｰﾄ厚さ）

締付け状態（肌すき、ピンテール破断、マーキング）

垂直、水平ブレース

ブレース接合の形式、板厚、材質、補剛材等

柱脚接合工法（認定工法 ）

）

シャーコネクターの位置、施工状況

有　無

建築物の規模等の条件

鋼材、高力ボルトセット、溶接材料の規格、品質等

材料、形状

延焼のおそれある部分の構造

延焼のおそれのある部分の開口部（準防火地域）

開口部の位置、大きさ、有効性

２１０㎝以上

４５㎝以上

位置、形状、構造

幅員、形状

地面から１ｍ以内の柱、土台、筋かい

地質調査報告書

コンクリート工事施工計画報告書 鉄骨製作要領書

コンクリート圧縮強度試験結果報告書 鋼材ミルシート

鉄筋ミルシート

溶接部社内・受入検査結果報告書 写真

注　　裏面については、申請時に施工されているものについてチェックしてください。

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

適　否

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C 適　否

適　否

適　否

床構造の形式（合成スラブ

添付図書

R
C
造

Ｓ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
造

意
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
匠

報告書

　　不具合の処置及び

　　　検査結果の考察

防腐、防蟻措置

廊　　　　　　下

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

階　　　　　　段 A　　B　　C

居室の採光・換気・排煙 A　　B　　C

居室の天井高 A　　B　　C

居室の床高

外壁の開口部 A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

屋　　　　　　根 A　　B　　C

外壁　・　軒裏 A　　B　　C

材料の品質 A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

現場溶接部 A　　B　　C

加工工場の選定 A　　B　　C

A　　B　　C

床　ス　ラ　ブ A　　B　　C

A　　B　　C

柱　　　　　　脚 A　　B　　C

アンカーボルトの埋め込み方法 A　　B　　C

A　　B　　C

スタッドボルトの径、本数、配置

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

ブ　レ　ー　ス A　　B　　C

A　　B　　C

アンカーボルトの材質、径、本数、配置、ナット

ベースプレートの材質、形状、板厚

建　　て　　方 A　　B　　C

トルシア形ボルト接合部 A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

架構形式、部材の配置 A　　B　　C

Ｃ：施工者報告

既存打設状況 A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

A　　B　　C

検　　査　　項　　目 内　　　　　　　　　　容

工事監理者

備　　　考確認
日付

確認方法
Ａ:目視検査

適否Ｂ:計測検査
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